別記１様式第１号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（番　　　　号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

　○○○市町村長

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　令和　年度自営就農開始支援事業実施計画承認申請書

　このことについて、別添実施計画書のとおり事業を実施したいので、担い手経営発展支援事業費補助金交付要綱別記１の第４の（１）に基づき提出します。

※自営就農開始支援事業実施計画（別記１様式第２号）を添付する。

　　ただし、農林水産省の農地利用効率化等支援事業（融資主体支
援タイプ）、地域農業構造転換支援対策（地域農業構造転換支
援事業、新規就農者チャレンジ事業）による助成を受けるものについ
ては、同事業で提出する調書及びその添付資料の写しを添付すること
で代えることができる。
（添付資料）
・事業実施設計書

・事業費の積算内訳（見積書）

・規模（機種）決定根拠資料（機械等利用計画を含む）
・機械等の整備（保管）場所が分かる図面（広域地図及び詳細位置図を含む）

・機械等のカタログ、施設の図面

・現況写真
・機械等管理規定

・青年等就農計画認定書又は農業経営改善計画認定書の写し
・青年等就農計画認定申請書又は農業経営改善計画申請書の写し（農業経営計画を含む）
・継承資産活用計画（別記１様式第６号）※改良・改修、修繕等支援の場合

・財産管理台帳の写し　※改良・改修、修繕支援のうち改良・改修の場合
・確約書　※機械等整備支援のうち、農業用ハウスを敷地整備工事の翌年度中に建設する場合

・その他必要な資料
別記１様式第２号

令和　年度自営就農開始支援事業実施（変更）計画（実績報告）
	事業実施主体名
	


１．事業メニュー
（１）機械等整備支援
（２）改良・改修、修繕等支援
※該当する事業に◯をする

２．農業経営の概要
(1)青年等就農計画、農業経営改善計画等認定（予定）日
当初認定日：　　年　月　日（有効期間　年　月　日）
変更認定日（直近）：　　年　月　日
(2)経営開始（予定）日：　　年　月　日
(3)就農５年後の所得目標

　(4)経営作目
　(5)課税対象者

　　　課税対象者ではない（ある）
 ３．新規就農サポートチームの概要

	担当分野
	所属
	氏名

	経営・技術
	
	

	営農資金
	
	

	農地
	
	

	
	
	


　※経営開始資金、農業次世代人材投資資金におけるサポートチームと一致させること。

４．事業実施計画（実績）

（１）事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	事業内容
	単価
	事業費
	県補助金額算定の基礎となる事業費
	負担区分
	備考
	施行箇所又は設置場所
	施行

方法
	施行
期間
	管理

主体

	施設等名称
	規模・能力等
	数量
	
	
	
	県
	市町村
	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※事業内容ごとに記入すること。

※備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合には「除税額○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記載すること。
（２）事業費のうち県、市町村補助金以外の負担方法　　　　（単位：円）
	青年等就農資金
	
	自己資金
	

	近代化資金
	
	その他
（　）
	

	他の公庫資金
	
	合計
	


（３）利用している国事業
	


５．農業生産工程管理（ＧＡＰ）の取組状況

	作目名※



※導入機械等に係る作目は必須（それ以外は任意）
※導入機械等に係る作目が複数の場合は主な作目について取得

	取組状況
	チェック欄
(該当に○)
	

	農林産物の場合は、既に国際水準ＧＡＰ（美味しまねゴールド等）を取得している。
非食用農産物の場合は、農林水産省が策定した「国際水準ＧＡＰガイドライン（その他非食用）」に準拠した農場管理に取り組んでいる。
繁殖牛の場合は、県が策定した「美味しまね認証の考え方に基づく生産工程管理」に準拠した農場管理に取り組んでいる。
	
	国際水準ＧＡＰ取得時期
　　　　　　　　年　月
非食用、繁殖牛等準拠開始時期

　　　年　月

	上記について、事業実施年度の翌年度末までの取得（準拠）に向けた農場管理の改善に取り組んでいる。
	
	国際水準ＧＡＰ取得予定時期
　　　　　　　　年　月
非食用、繁殖牛等準拠開始予定時期

　　　年　月


	農場管理の更なる改善に向けて今後取り組むこと



※変更の場合は、変更前を比較できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。
別記１様式第３号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（番　　　　号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

　　　○○○市町村長

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　令和　年度自営就農開始支援事業実施計画変更承認申請書

　　　　年　月　日付け　第　号で交付決定のあったこの事業の実施計画について、下記のとおり変更したいので、担い手経営発展支援事業費補助金交付要綱別記１の第４の（４）に基づき提出します。
記

　１　変更の理由

　

　２　変更計画

（注）
（添付資料）
・自営就農開始支援事業変更計画書（別記１様式第２号）

（ただし、農林水産省の農地利用効率化等支援事業（融資主体支援タイプ）、地域農業構造転換支援対策（地域農業構造転換支援事業、新規就農者チャレンジ事業）による助成を受けるものについては、同事業で提出する調書及びその添付資料の写しを添付することで代えることができる。）
別記１様式第４号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（番　　　　　号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

　　○○○市町村長

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　年度自営就農開始支援事業実績報告書
　このことについて、担い手経営発展支援事業費補助金交付要綱別記１の第４の（７）に基づき、別添のとおり報告します。

（添付資料）
・自営就農開始支援事業実績報告（別記１様式第２号）

（ただし、農林水産省の農地利用効率化等支援事業（融資主体支援タイプ）、地域農業構造転換支援対策（地域農業構造転換支援事業、新規就農者チャレンジ事業）による助成を受けるものについては、同事業で提出する調書及びその添付資料の写しを添付することで代えることができる。）　
・財産管理台帳　※修繕の場合は除く。
・機械等の整備（保管）場所が分かる図面（広域地図及び詳細位置図を含む）
・機械等利用計画
・機械等管理規定

・出来高設計書、完成図面
・事業実績の分かるもの（入札書、見積書、発注書、契約書など）

・納品書/請求書/領収書（なお、領収書は金融機関の振込書でも可）
・補助事業専門通帳（口座）の写し
・写真（工事写真、納品写真、完成写真）
・その他必要な資料
別記１様式第５号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（番　　　　号）
令和　年　月　日
　
○○○市町村長

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　年度自営就農開始支援事業経営状況報告書

　このことについて、担い手経営発展支援事業費補助金交付要綱別記１の第５の（１）に基づき報告します。

（注）経営の状況を添付する。

別記１様式第５号　添付資料

経営の状況

１　対象者の概要

	フリガナ
	
	年齢
	歳

	氏名
	
	
	

	フリガナ
	
	
	

	現住所
	
	電話（　　　　　）


２　経営作目

	経営作目
	作付面積・飼養頭羽数
	主要施設・規模
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


３　経営基盤

　⑴農地規模

	種別
	作目
	面積
	取得・借入時期
	取得費・リース料

	水田
	
	
	
	

	普通畑
	
	
	
	

	飼料畑
	
	
	
	

	樹園地
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　
⑵家畜

	種別
	頭羽数
	取得時期
	取得費

	
	
	
	


４　労務状況

	区分
	氏名
	年齢（人数）
	年間農業従事日数(日)
	備考

	家族
	本人
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	雇用
	常時雇用
	人
	延
	

	
	臨時雇用
	人
	延
	

	
	小計
	
	

	　　　　　計
	
	


　※農業従事日数は年間従事時間数を８時間で除した数字とする。

５　直近の経営収支（損益計算書）
（自　　　年　　月　　日　至　　　年　　月　　日）

	科目
	金額（円）
	科目
	金額（円）

	収
入
金
額
	販売金額
	①
	
	経

費
	そ

の

他

の

経

費
	修繕費
	リ
	

	
	家事消費・

事業消費金額
	②
	
	
	
	動力光熱費
	ヌ
	

	
	雑収入
	③
	
	
	
	作業用衣料費
	ル
	

	
	小計
（①＋②＋③）
	④
	
	
	
	農業共済掛金
	ヲ
	

	
	農産物の
棚卸高
	期首
	⑤
	
	
	
	荷造運賃手数料
	ワ
	

	
	
	期末
	⑥
	
	
	
	土地改良費
	カ
	

	
	計
（④－⑤＋⑥）
	⑦
	
	
	
	
	ヨ
	

	経
費
	雇人費
	⑧
	
	
	
	
	タ
	

	
	小作料・貸借料
	⑨
	
	
	
	
	レ
	

	
	減価償却費
	建物
	⑩
	
	
	
	
	ソ
	

	
	
	農機具
	
	
	
	
	雑費
	ツ
	

	
	
	動物
	
	
	
	
	農産物以外の棚卸高
	期首
	ネ
	

	
	
	植物
	
	
	
	
	
	期末
	ナ
	

	
	貸倒金
	⑪
	
	
	
	経費から差し引く果樹
牛馬等の育成費用
	ラ
	

	
	利子割引料
	⑫
	
	
	
	小計

（イ～ネまでの計－ナ－ラ）
	⑬
	

	
	そ
の
他
の
経
費
	租税公課
	イ
	
	
	経費計
（⑧～⑫までの計＋⑬）
	⑭
	

	
	
	種苗費
	ロ
	
	専従者給与控除前の所得金額（⑦－⑭）
	⑮
	

	
	
	素畜費
	ハ
	
	専従者給与
	⑯
	

	
	
	肥料費
	ニ
	
	青色申告特別控除額
	⑰
	

	
	
	飼料費
	ホ
	
	農業所得

（⑮－⑯－⑰）
	⑱
	

	
	
	農具費
	ヘ
	
	農外収入
	⑲
	

	
	
	農薬衛生費
	ト
	
	家計費
	⑳
	

	
	
	諸材料費
	チ
	
	農家経済余剰

（⑱＋⑲－⑳）
	
	


○上記期間における特殊事項

	


６　農業生産工程管理（ＧＡＰ）の取組状況
	作目名




	取り組み状況
	チェック欄
(該当に○)
	

	農林産物の場合は、既に国際水準ＧＡＰ（美味しまねゴールド等）を取得している。
非食用農産物の場合は、農林水産省が策定した「国際水準ＧＡＰガイドライン（その他非食用）」に準拠した農場管理に取り組んでいる。
繁殖牛の場合は、県が策定した「美味しまね認証の考え方に基づく生産工程管理」に準拠した農場管理に取り組んでいる。
	
	国際水準ＧＡＰ取得時期　　　　　　　
年　月
非食用、繁殖牛等準拠開始時期

年　月

	上記について、事業実施年度の翌年度末までの取得（準拠）に向けた農場管理の改善に取り組んでいる。
	
	国際水準ＧＡＰ取得予定時期
年　月
非食用、繁殖牛等準拠開始予定時期

年　月


	農場管理の更なる改善に向けて今後取り組むこと



７　当該事業で整備した内容
⑴整備内容

	整備年度
	事業内容
	規模・能力
	数量
	事業費
	補助額

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	


※素畜の場合は規模・能力欄に個体識別番号を記載すること。
　⑵⑴のうち汎用性の高い機械の利用状況
	事業内容（機械名）
	利用状況 (該当に✓)

	
	農業用に、
☐適正に利用している
☐適正に利用していない

	
	農業用に、

☐適正に利用している

☐適正に利用していない


※汎用性の高い機械とは、フォークリフト、ショベルローダー、バックホー、農業用トレーラー、GPSガイダンスシステム（農業用機械に設置するものに限る。）等の機械を言う。
⑶⑴のうち農業用ハウスの敷地整備工事に係るハウス建設状況
	施工完了日　　　年　　月　　日（予定）



※本事業を活用して農業用ハウスの敷地整備工事を行う場合は、事業実施年度又はその翌年度中に建設する必要がある。
　　　　
※１～５については、同様の内容を記載した書類の添付をもってこれに代えることができる。（新規就農者カルテ（平成29年4月6日付け農第12号）等）

別記１様式第６号

継承資産活用計画（継承証明書）
　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　

１　経営継承証明
前権利所有者は経営資産を経営継承者に移譲したこと（年度内に移譲する予定であること）を証明する。
　　　　　　　　　　　　　　　　前権利所有者

　　　　　住所　　　　　　　　　　　　

　　氏名　　　　　　　　　　　　

２　経営継承（予定）日
　　　　　　年　　月　　日
３　経営開始（予定）日
　　　　　　年　　月　　日

４　継承した経営基盤と資産内容

（１）農地規模

	種　別
	作　目
	経営面積

	
	
	継承時

	利用権が事業実施主体であれば◯
	所有権
所有者氏名

	水田
	
	a
	年　月
	
	

	普通畑
	
	a　　    
	年　月
	
	

	飼料畑
	
	a    
	年　月
	
	

	樹園地
	
	a    
	年　月
	
	


（２）主な施設・機械とその規模
	施設等区分
	規模･能力等
	数量
	所有権が事業実施主体であれば◯
	改良・改修予定時期

	現所有分
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	本事業で
改良・改修
する施設等
	
	
	
	年　月

	
	
	
	
	年　月

	
	
	
	
	年　月

	本事業で
修繕する
施設等
	
	
	
	年　月

	
	
	
	
	年　月

	
	
	
	
	年　月


（３）事業を活用する施設等の改良・改修の理由と内容の概要
	整備しようとする施設等
	

	改良・改修の理由
	

	改良・改修の内容
	

	能力向上の要点
	


（４）事業を活用する施設等の修繕の理由と内容の概要

	整備しようとする施設等
	

	修繕の理由
	

	修繕の内容
	


※（３）及び（４）の詳細は規模（機種）決定根拠資料にて記載すること。
（留意点）
①　事業実施主体が別表１の(２)に基づき申請する場合は、本様式を提出すること。
②　複数名から継承する場合、計画を別途作成する。
③　改良・改修、修繕等を行う施設等については、事業実施主体が所有
権（農地の場合は少なくとも利用権）を有するものとする。
（添付書類）
・農地の利用権又は所有権を証明する資料
・施設等の所有権を証明する資料
PAGE  

